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第１章 経営戦略の趣旨

１ 経営戦略の策定の目的

本市の下水道事業は、平成17年３月の市町村合併に伴い、合併前の旧市町村が実施し

ていた下水道事業を承継し、｢都市の健全な発達と公衆衛生の向上｣に寄与し、｢公共用水

域の水質保全｣に欠かすことのできない社会基盤事業として、公共下水道事業、特定環

境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び特定地域生活排水処理事業の４つの事業

を推進しています。

しかし、本市の下水道事業は、事業経営に必要となる３つの経営資源の「ヒト｣、｢モ

ノ｣、｢カネ｣において、非常に厳しい経営環境に直面しています。

｢ヒト｣の経営資源では、人口減少により人材不足が深刻化し、下水道事業を担う技術

職員の減少と高齢化に伴い、技術力の低下と執行体制の脆弱化が懸念されます。

｢モノ｣の経営資源では、最も供用開始が早い農業集落排水事業で平成６年度の供用開

始から30年が経過し、今後、ほかの下水道施設においても老朽化が本格的に顕在化する

ため、維持管理費と改築更新需要が増大します。

｢カネ｣の経営資源では、人口減少に伴い下水道サービス需要と使用料収入が減少しま

す。

一方、これからの下水道事業は、気象変動に伴い頻発化、激甚化する大雨や大規模地

震の発生などの自然災害への防災・減災対策、地球温暖化対策、デジタルトランスフォ

ーメーション（ＤＸ）やグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）への対応など、こ

れまでにはなかった分野での新たな取り組みや社会貢献が求められています。

本市の下水道事業は、平成28年度に総務省の要請に応じて、下水道事業の中長期的な

経営の基本計画である｢湯沢市下水道事業経営戦略｣を策定し、経営基盤の強化と財政マ

ネジメントの向上を目指した事業運営を行ってきました。

また、令和２年４月から地方公営企業法の全部を適用し、健全な事業経営の実現に向

けた取り組みを推進していますが、下水道施設の維持管理費などの事業経費を使用料収

入で賄えておらず、一般会計繰入金などの補助的財源に頼らざるを得ない厳しい経営状

況が続いています。

｢湯沢市下水道事業経営戦略｣は、平成28年度に策定した経営戦略の計画期間の満了に

伴い、｢湯沢市下水道ビジョン（令和７年３月策定）｣との整合を図りながら、将来にわ

たり下水道サービスの提供を安定的に持続することができるように、本市の下水道事業

の中長期的な経営の基本計画として、更なる経営基盤の強化と財政マネジメントの向上

の実現を目指して策定するものです。
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２ 経営戦略の位置付け

本市では、まちづくりの最上位総合計画である｢湯沢市総合振興計画｣を策定し、目指

すべき本市の将来像と方向性を定めています。

一方、国においては、国土交通省が、持続的発展が可能な社会の構築に貢献する下水

道の使命と長期ビジョンを示す｢新下水道ビジョン｣や｢新下水道ビジョン加速戦略｣を策

定し、総務省では、将来にわたって下水道サービスの提供を安定的に継続することが可

能となるように、中長期的な経営の基本計画である｢経営戦略｣の策定を要請していると

ころです。

また、県においては、｢あきた循環のみず推進計画2016（秋田県生活排水処理構想)」

を策定し、未普及地域の早期解消と下水資源の有効利用、協働による持続的な事業運営

を目指した取り組みを進めています。

｢湯沢市下水道事業経営戦略（以下「本経営戦略」という。）｣は、これらの国や県の

施策と整合を図りつつ、総務省が要請している｢経営戦略｣の策定方針に基づき、｢湯沢

市下水道ビジョン｣で掲げた実現方策を着実に実行するための中長期的な経営の基本計

画として位置付けます。

【本経営戦略の位置付け】
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３ 経営戦略の改定

平成28年度に策定した経営戦略は、令和７年度末までの10年間を計画期間としていま

すが、本市の下水道事業は、令和２年４月から地方公営企業法の全部を適用しており、

策定当時と異なる会計方式となっています。

また、令和６年度には、本市の下水道事業が｢都市の健全な発達と公衆衛生の向上｣に

寄与し、｢公共用水域の水質保全｣に欠かすことのできない社会基盤事業として、将来に

わたり下水道サービスの提供を安定的に持続することができるように、令和17年度まで

の11年間の目指すべき将来像と方向性、その実現方策を示した｢湯沢市下水道ビジョン｣

を策定したところです。

公営企業会計方式の導入により健全な事業経営の実現に向けた取り組みを推進しつつ、

｢湯沢市下水道ビジョン｣で掲げた実現方策を着実に実行するためには、従来の経営戦略

を大幅に刷新する必要が生じたため、経営戦略を改定するものです。

４ 経営戦略の検討にあたって

本経営戦略の改定にあたっては、｢湯沢市下水道ビジョン（令和７年３月策定）｣の策

定検討と合わせて、学識経験者や市民の代表者で構成する｢湯沢市上下水道事業懇談会

（令和４年５月設置）｣を開催し、本市の下水道事業の現状と課題を分析して、重点的

に取り組むべき課題とその実現方策、今後の経営の見通しなどについて、市民の意見や

提言を反映させています。

また、本市の公営企業アドバイザーの助言を取り入れて改定しています。
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５ ＳＤＧｓとの連携

持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals）は、2015年９月の国連サミッ

トで採択された先進国を含む国際社会全体の開発目標であり、2030年を期限とする包括

的な17の目標と169のターゲットで構成されています。

本市のまちづくりの最上位総合計画である｢湯沢市総合振興計画｣では、基本目標を実

現するための分野ごとにＳＤＧｓの17の目標を関連付け、｢誰一人取り残さない｣持続的

な社会の発展を目指すこととしています。

本市の下水道事業においても、こうしたＳＤＧｓの理念を踏まえ、目指すべき将来像

の実現に向けて施策に取り組みます。

【持続可能な下水道事業運営】

本経営戦略は、次の目標に貢献できると考えられます。
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６ 計画期間

本経営戦略の計画期間は、令和７年度から令和16年度までの10年間とします。

なお、計画中間年（概ね５年）にあたる令和11年度を目途に、業績指標を用いて定量

的に中間評価を行います。

中間評価の結果、目標値と実績値に著しい乖離があった場合は、その原因を特定・分

析し、必要に応じて課題解決に必要な対策と目標値の中間見直しを行います。

また、毎年度の決算状況をモニタリングしつつ、それまでの事業成果や物価上昇など

の社会情勢の変化を本経営戦略に反映させるための検証を行うことにより、ＰＤＣＡサ

イクルを確立し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に資するものとします。

なお、これらの検証の結果、本経営戦略の改定が必要と判断される場合は、計画中間

年または計画終期を待たずに見直しをすることとします。

【本経営戦略の計画期間】

７ その他

本経営戦略は、平成31年３月に総務省から通達された「経営戦略策定・改定ガイドラ

イン」、令和４年１月に同省から通達された「｢経営戦略｣の改定推進について｣及び｢経

営戦略策定・改定マニュアル（改訂版）｣の策定方針に基づき改定しています。

項　目 Ｒ07 Ｒ08 Ｒ09 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17 Ｒ18～Ｒ56

　湯沢市下水道事業経営戦略

　湯沢市下水道ビジョン

（計画中間年(概ね５年)を目途に見直し）

中長期的な下水道事業経営の見通し

計画期間（令和７年度～令和17年度）

計画期間（令和７年度～令和16年度）
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第２章 下水道事業の概要

１ 下水道事業の現況

（１）下水道計画区域

本市は、山形県、宮城県に隣接する秋田県の最南東部にあり、東方を奥羽山脈、西

方を出羽丘陵に挟まれた横手盆地の南部に位置しています。

本市の下水道事業は、平成17年３月の１市２町１村（湯沢市、稲川町、雄勝町、皆

瀬村）による市町村合併に伴い、合併前の旧市町村が実施していた事業規模や整備手

法の異なる下水道事業を承継しているため、高低差のある山間部に囲まれた雄物川と

皆瀬川沿いの狭い平地部に９つの処理区が散在しています。

また、秋田県が、県の南半分を流域とする雄物川水系の水質環境基準を達成するた

めに策定した｢秋田湾・雄物川流域別下水道整備総合計画｣において、湯沢市公共下水

道（湯沢処理区）は｢単独公共下水道｣の位置付けとなっています。

【下水道事業区域図】
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（２）下水道施設の現況

① 処理施設

本市の浄化センターの状況は、公共下水道事業で１か所、特定環境保全公共下水道

事業で４か所、農業集落排水事業で４か所が稼働しています。

家庭のトイレや台所などで発生した汚水は、道路などの地下に埋設されている下水

道管を通って、処理区ごとに設置された浄化センターに送られています。

浄化センターでは、オキシデーションディッチ法や連続流入間欠ばっ気方式など、

微生物に有機性物質を分解させる生物処理方式により、水質汚濁防止法や下水道法な

どで定められた水質基準に適合した「きれいな水」に汚水を処理して、公共用水域に

放流しています。

・公共下水道事業                      （令和５年度末）

・特定環境保全公共下水道事業                （令和５年度末）

・農業集落排水事業                    （令和５年度末）

全体能力

(㎥／日)

現有能力

(㎥／日)

日最大

(㎥／日)

日平均

(㎥／日)

湯沢浄化センター

　湯沢市字新川原50

湯　沢

（湯沢市）
分流式 H8.4 8,800 6,600 3,820 3,054

オキシデーションディッチ法

（濃縮→脱水）

施　設　名
処理区名

（旧市町村名）

下水

排除

方式

供用

開始

年月

水処理能力(日最大) 流入水量

水処理方式

（汚泥処理）

全体能力

(㎥／日)

現有能力

(㎥／日)

日最大

(㎥／日)

日平均

(㎥／日)

小安浄化センター

　湯沢市皆瀬字野田22-1

小　安

（皆瀬村）
分流式 H14.10 600 600 295 190

オキシデーションディッチ法

（濃縮→脱水→乾燥）

皆瀬浄化センター

　湯沢市皆瀬字宮田176

皆　瀬

（皆瀬村）
分流式 H18.3 230 230 75 46

土壌被覆型礫間接触酸化法

（濃縮）

稲川浄化センター

　湯沢市駒形町字八面越後116

稲　川

（稲川町）
分流式 H19.3 850 850 671 474

オキシデーションディッチ法

（濃縮→脱水）

院内浄化センター

　湯沢市下院内字横川193

院　内

（雄勝町）
分流式 H20.9 600 600 244 163

オキシデーションディッチ法

（濃縮→脱水）

水処理方式

（汚泥処理）

流入水量

施　設　名
処理区名

（旧市町村名）

下水

排除

方式

供用

開始

年月

水処理能力(日最大)

全体能力

(㎥／日)

現有能力

(㎥／日)

日最大

(㎥／日)

日平均

(㎥／日)

深堀浄化センター

　湯沢市字渕尻38-2

深　堀

（湯沢市）
分流式 H10.11 324 324 205 153

連続流入間欠ばっ気方式

（濃縮）

山田東部浄化センター

　湯沢市山田字松ノ木32-4

山田東部

（湯沢市）
分流式 H15.11 762 762 472 355

連続流入間欠ばっ気方式

（濃縮）

松岡浄化センター

　湯沢市字鐙田169

松　岡

（湯沢市）
分流式 H22.3 338 338 104 104

連続流入間欠ばっ気方式

（濃縮）

新城浄化センター

　湯沢市字雁堀１

新　城

（湯沢市）
分流式 H22.3 32.4 32.4 8 8

沈殿分離及び接触ばっ気方式

（濃縮）

施　設　名
処理区名

（旧市町村名）

下水

排除

方式

供用

開始

年月

水処理能力（日最大） 流入水量

水処理方式

（汚泥処理）
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② 管路施設

本市では、家庭のトイレや台所などで発生した汚水を、基本的に下水道管の高低差

を利用した自然流下方式で収集し、それぞれの処理区に設置された浄化センターに送

っています。

ただし、逆勾配などの地理的条件で自然流下方式による収集が困難な場所では、ポ

ンプを使用した圧送方式で送っています。

  本市の管路施設は、主に耐食性の高い硬質塩化ビニル製を使用していますが、口径

の大きい主要幹線などでは、鉄筋コンクリート製を使用しています。

ポリエチレン製、ステンレス製については、圧送方式の管材として使用しています。

本市の管路施設の総延長は約211㎞に及んでおり、これは本市から福島県郡山市ま

での距離に相当します。

  圧送方式で使用するマンホールポンプは、公共下水道事業で４基、特定環境保全公

共下水道事業で22基、農業集落排水事業で19基の合計45基が稼働しています。

【事業別・管種別の延長】                 （令和５年度末）

③ 浄化槽

市が管理する市町村設置型の合併処理浄化槽は、1,521基となっています。

【浄化槽市町村整備推進事業（市町村設置型）】   （令和５年度末）

公共下水道事業 特定環境保全公共下水道事業 農業集落排水事業 構成比

（ｍ） （ｍ） （ｍ） （%）

硬質塩化ビニル製 109,427.86 43,855.23 42,446.98 92.87

鉄筋コンクリート製 9,915.90 323.54 0.00 4.86

ポリエチレン製 266.10 2,513.38 1,982.62 2.26

ステンレス製 27.46 0.00 0.00 0.01

計 119,637.32 46,692.15 44,429.60 100.00

合　計 210,759.07

管　種

処理区名 ５人槽 ６人槽 ７人槽 ８人槽 10人槽～ 合　計

稲川処理区 248 0 916 1 15 1,180

皆瀬処理区 42 1 263 10 25 341

合　計 290 1 1,179 11 40 1,521
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（３）供用開始及び供用開始後年数

本市の下水道事業は、平成４年度の公共下水道事業（湯沢処理区）から順次、事業

着手し、平成６年度に農業集落排水事業の山田中央処理区、平成８年度に公共下水道

事業（湯沢処理区）の供用が開始され、現在は全ての事業において供用開始されてい

ます。

【下水道事業の沿革】                   （令和５年度末）

事業種別 事業開始年度 供用開始年度 供用開始後年度

公共下水道事業 平成４年度 平成８年度 28 年

特定環境保全公共下水道事業 平成 11 年度 平成 14 年度 22 年

農業集落排水事業 平成４年度 平成６年度 32 年

特定地域生活排水処理事業 平成 11 年度 平成 11 年度 25 年

（４）法適・非適の区分

令和２年４月１日より地方公営企業法の全部を適用しています。

（５）処理区域内人口密度

令和５年度末の公共下水道の処理区域内人口密度は、次のとおりです。

全国平均60人/haと比較すると、全ての事業においてスケールメリットが働きにく

い環境にあります。

【処理区域内人口密度】                  （令和５年度末）

事業種別 処理区域面積 処理区域内人口 処理区域内人口密度

公共下水道事業 442 12,867 29.1 人/ha

特定環境保全公共下水道事業 247 5,408 21.9 人/ha

農業集落排水事業 186 3,396 18.3 人/ha

特定地域生活排水処理事業 127 3,995 31.5 人/ha

（６）広域化・共同化・最適化実施状況

本市の下水道事業は、広域化・共同化の取り組みが難しい地理的条件にありますが、

令和７年度から秋田県の主導により県南地区４市２町で実施する｢秋田県県南地区広

域汚泥資源化事業｣に参画し、スケールメリットを生かした効率的な事業運営に取り

組みます。
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（７）下水道使用料の現況

① 使用料体系

下水道使用料は、条例で定めた使用料体系に基づき、用途や排除汚水量に応じて算

出し、毎月、水道料金と一緒に納付をお願いしています。

本市の下水道使用料は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落

排水事業の３事業と特定地域生活排水処理事業で異なる使用料体系となっています。

なお、現行の使用料体系は、令和元年10月１日から適用されています。

【使用料体系：公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業】

区 分 用 途 排除汚水量
使用料

（税込み）

基本使用料 一般用及び公衆浴場等 ６㎥まで 1,327 円

従量使用料

超過料金

(１㎥あたり)

一般用

６㎥を超え 20 ㎥まで 174 円

20 ㎥を超え 50 ㎥まで 185 円

50 ㎥を超え 100 ㎥まで 195 円

100 ㎥超 205 円

公衆浴場等 ６㎥超 86 円

【使用料体系：特定地域生活排水処理事業（市町村設置型合併処理浄化槽）】

人槽区分 使用料（税込み） 人槽区分 使用料（税込み）

５人槽 3,480 円 16 人槽 7,820 円

６人槽 3,970 円 18 人槽 8,650 円

７人槽 4,210 円 25 人槽 11,520 円

８人槽 4,700 円 50 人槽 21,180 円

10 人槽 5,330 円 － －
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② 条例上の使用料（20 ㎥）と実質的な使用料（20 ㎥あたり）の比較

本市の過去３年度分の条例上の使用料（20㎥）と実質的な使用料（20㎥あたり※）

の比較を示しています。

総務省では、継続して安定した下水道事業経営を行うための使用料基準を、

「3,000円／20㎥」としていますが、本市では、条例上の使用料、実質的な使用料の

いずれも基準に達している状況です。

※ 実質的な使用料（20㎥あたり）＝ 使用料収入(円)／有収水量(㎥)×20(㎥)

【条例上の使用料（税込み）及び実質的な使用料（税抜き）】

（１か月あたり）

事業種別 項 目 令和３年度 令和４年度 令和５年度

公共下水道事業
条例上の使用料（20㎥） 3,763円 3,763円 3,763円

実質的な使用料（20㎥あたり） 3,637円 3,642円 3,649円

特定環境保全公共

下水道事業

条例上の使用料（20㎥） 3,763円 3,763円 3,763円

実質的な使用料（20㎥あたり） 4,705円 4,949円 4,425円

農業集落排水事業
条例上の使用料（20㎥） 3,763円 3,763円 3,763円

実質的な使用料（20㎥あたり） 3,556円 3,567円 3,572円

特定地域生活排水

処理事業

条例上の使用料（20㎥） 6,680円 6,680円 6,680円

実質的な使用料（20㎥あたり） 4,422円 4,134円 3,875円
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（８）組織の現況

本市では、令和２年度に上水道部門と下水道部門を組織統合し、上下水道課として

事業経営の効率化を進めています。

また、令和２年度からは、本市で実施している公共下水道事業、特定環境保全公共

下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業のすべての事業について、

地方公営企業法の全部を適用し、公営企業会計方式の導入による経営状況の明確化、

資産状況の正確な把握と全国の類似団体との経営比較などにより、経営の効率化と健

全化を推進しています。

【組織体制と執行体制】

（令和５年度）

【湯沢市における年代別技術職員の推移】

本市では、平成29年度以降に技術職員の採用はなく、技術職員の減少と高齢化が進

んでいます。

本市の技術職員は、令和10年度までに「23人」まで減少し、50歳以上の割合は全体

の半数を超えると見込まれます。

事務職　５名

技術職　０名

事務職　２名

技術職　５名

事務職　２名

技術職　３名
下水道班

建設部 上下水道課 管理職　１名 管理班

水道班
職　種 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ01 Ｒ02 Ｒ03 Ｒ04 Ｒ05

事務職 17 17 17 16 16 15 10 8 9 10

技術職 14 16 16 13 12 11 10 9 8 8

合　計 31 33 33 29 28 26 20 17 17 18
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２ 民間活力の活用等

（１）民間活用の取組

① 運転管理業務の包括的民間委託

本市の下水道事業では、民間事業者の豊富な人的資源、優れた経営ノウハウや技術

力を活用し、経営の効率化と合理化を図るため、農業集落排水事業を除く、５つの浄

化センターの運転管理業務について包括的民間委託を導入しています。

包括的民間委託の導入により、民間事業者の創意工夫を促し、老朽化施設の修繕の

必要性の見極めと保守点検の一体的な実施を可能にするなど、下水道施設の運転管理

レベルの向上と技術職員の減少により脆弱化した執行体制の補完に取り組んでいます。

② 窓口等業務の包括的民間委託

令和２年度から上下水道事業窓口等業務についても包括的民間委託を導入し、定

型業務の省力化による職員配置の最適化と効率化を図るとともに、お客様目線に立っ

たきめ細かな市民サービスの実現に取り組んでいます。

【業務委託の状況】

業　務　名 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ01 Ｒ02 Ｒ03 Ｒ04 Ｒ05 Ｒ06 Ｒ07～

 公共下水道施設包括的
 管理業務委託

 上下水道事業窓口等
 業務委託

第１期

第１期 第２期 第３期
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３ 経営比較分析表等を活用した現状分析（令和４年度決算経営比較分析表）

総務省が公表している経営比較分析表に記載の経営指標を用いて、本市の下水道事業

の経営状況について現状分析しました。

本経営指標は、類似団体との経営環境比較を可能とするため、各年度の地方公営企業

決算状況調査を基礎とし、集計したデータに基づき作成したものです。

（１）経営の健全性・効率性

① 経常収支比率（％）

経常収支比率は、当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益

で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。

当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す「100％以上」となっているこ

とが必要です。当該指標が100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示し

ており、経営改善に向けた取り組みが必要となります。

【分析】

すべての事業で100％を上回っ

ています。

② 累損欠損金比率（％）

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利

益剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）

の状況を表す指標です。

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す「０％」であることが求めら

れます。累積欠損金を有している場合は、経営の健全性に課題があるといえます。

経常収益

経常費用
　経常収支比率（％） ＝ ×100

当年度末処理欠損金

営業収益－受託工事収益
　累積欠損金比率（％） ＝ ×100
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【分析】

累積欠損金は発生していませ

ん。

③ 流動比率（％）

短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。

当該指標は、１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある

状況を示す「100％以上」であることが必要となります。一般的に100％を下回るとい

うことは、１年以内に現金化できる資産で、１年以内に支払わなければならない負債

を賄えておらず、支払能力を高めるための経営改善を図っていく必要があります。

【分析】

特排（特定地域生活排水処理

事業）以外は、100％を大きく

下回っており、短期的な支払

能力について問題を抱えてい

る状況です。

④ 企業債残高対事業規模比率（％）

使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられています。従って、経年比

較や類似団体との比較等により本市の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値

となっているかを検証する必要があります。

流動資産

流動負債
　流動比率（％） ＝ ×100

企業債現在高合計－一般会計負債額

営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金
　企業債残高対事業規模比率（％） ＝ ×100
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【分析】

全国平均、類似団体平均より

も低い水準にありますが、今

後、改築更新事業が本格化す

る際は、借り入れる企業債の

額、施設・設備の老朽化リス

ク等を考慮した効率的・効果

的な投資が必要となります。

⑤ 経費回収率（％）

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、

使用料水準等を評価することが可能です。

当該指標は、使用料で回収すべき経費を、全て使用料で賄えている状況を示す

「100％以上」であることが必要です。当該指標が100％を下回っている場合は、汚水

処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味するため、適正な

使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要です。

【分析】

全ての事業で100％を下回って

います。

今後は、使用料水準の適正化

に向けて分析を進め、経費回

収率の改善に向けた取り組み

を行う必要があります。

⑥ 汚水処理原価

有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費

の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標です。

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられています。従って、経年比

較や類似団体との比較等により本市の置かれている状況を把握し、効率的な汚水処理

が実施されているか分析して、適切な数値となっているかを検証する必要があります。

下水道使用料

汚水処理費（交付負担分を除く）
　経費回収率（％） ＝ ×100

汚水処理費（交付負担分を除く）

年間有収水量
　汚水処理原価（円） ＝
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【分析】

全国平均、類似団体平均値よ

りも、全ての事業で高い水準

にあります。

汚水処理に要する費用の削

減、有収率の向上による有収

水量の増加等の取り組みを検

討する必要があります。

⑦ 施設利用率

浄化センターの施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水

量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられていますが、一般的には高

い数値であることが望まれます。経年比較や類似団体との比較等により本市の置かれ

ている状況を把握し、例えば、当該指標が類似団体との比較で高い場合であっても、

現状分析や将来の汚水処理人口の減少等を踏まえ、施設が遊休状態でないか、過大な

スペックとなっていないかといった分析が必要となります。

【分析】

全国平均値よりも低く推移し

ており、今後は「施設の統廃

合」や「ダウンサイジング」

等の検討を行っていく必要が

あります。

⑧ 水洗化率

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割

合を表した指標です。

当該指標については、公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から

晴天時一日平均処理水量

晴天時現在処理能力
　施設利用率（％） ＝

現在水洗便所設置済人口

現在処理区内人口
　水洗化率（％） ＝ ×100
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「100％」となっていることが望ましい指標です。

一般的に数値が100％未満である場合には、汚水処理が適切に行われておらず、水

質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使用料収入の確保を図るため、

水洗化率向上の取り組みが必要です。

【分析】

全国平均、類似団体平均より

も低い水準にあります。

今後も引き続き、早期接続を

啓発するとともに、未接続者

の実態等を把握し、水洗化の

普及促進に向けた取り組みを

進めていく必要があります。

（２）老朽化の状況

① 有形固定資産原価償却率（％）

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で

あり、資産の老朽化度合を示しています。

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられています。従って、経年比

較や類似団体との比較等により本市の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値

となっているかを検証する必要があります。

一般的には、数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示しており、

将来の施設の改築（更新・長寿命化）等の必要性を推測することができます。

【分析】

全国平均、類似団体平均値を

下回っている状況ですが、地

方公営企業法適用から間もな

く、資産取得からの経過年数

が短いため、減価償却累計額

が小さいためです。

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
　有形固定資産減価償却率（％） ＝ ×100
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② 管きょ老朽化率

法定耐用年数を超えた管きょ延長の割合を表した指標であり、管きょの老朽化度合

を示しています。

当該指標は、明確な数値基準はないと考えられています。従って、経年比較や類似

団体との比較等により本市の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となって

いるか、耐震性や今後の更新投資の見通しを含めて、検証する必要があります。

一般的には、数値が高い場合には法定耐用年数を経過した管きょを多く保有してお

り、管きょの改築等の必要性を推測することができます。

【分析】

現状で法定耐用年数を経過し

た管きょはありません。

③ 管きょ改善率（％）

当該年度に更新した管きょ延長の割合を表した指標であり、管きょの更新ペースや

状況を把握できます。

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられていますが、数値が２％の

場合、全ての管路を更新するのに50年かかる更新ペースであることが把握できます。

数値が低い場合、耐震性や今後の更新投資の見通しを含めて、検証する必要があり

ます。

法定耐用年数を経過した管きょ延長

下水道布設延長
　管きょ老朽化率（％） ＝ ×100

改善（更新・完了・修繕）管渠延長

下水道布設延長
　管きょ改善率（％） ＝ ×100
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【分析】

現状で改善を行った管きょは

ありません。

（３）現状分析の総括

本市の下水道事業の主な経営指標について、全国平均、類型区分平均と比較・分析

しながら相対評価しました。

本市の下水道事業の経営的な「弱み」は、次のとおりです。

【指標】経費回収率

・維持管理費などの事業経費を使用料収入で賄えず、一般会計からの繰入金

（補助的財源）に依存しています。

【指標】汚水処理原価

・汚水処理に要する費用が、全国平均・類型区分平均を上回っています。

【指標】水洗化率、施設利用率

・水洗化率、施設利用率が低く、処理施設を有効に利用できていません。

経営基盤の強化を行うためには、本市の下水道事業の「弱み」を改善していく必要

があります。

｢汚水処理原価｣に関しては、経費回収率にも包含される指標であり、今後の下水道

事業を取り巻く環境を考慮すると｢費用の低減｣のみを追求しても根本的な経営基盤の

強化の実現は困難です。

経営基盤の強化については、｢費用の低減｣に加えて、使用料収入の確保など、｢収

入の増加｣の取り組みも必要であり、本市の下水道事業において今後、改善していく

べき「弱み」を表す指標は、｢経費回収率｣、｢水洗化率｣、｢施設利用率｣となります。
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第３章 将来の事業環境

１ 処理区域内人口と水洗化人口の見通し

本経営戦略では、本市の令和７年度の処理区域内人口を24,626人と見込み、中間年の

令和11年度を22,695人（約８％減）、最終年の令和16年度を20,484人（約17％減）と予

測します。

また、本市の令和７年度の水洗化人口を18,435人と見込み、中間年の令和11年度を

16,989人（約８％減）、最終年の令和16年度を15,335人（約17％減）と予測します。

【処理区域内人口の見通し】

【水洗化人口の見通し】
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２ 有収水量と使用料収入の見通し

本経営戦略では、本市の令和７年度の有収水量（年間）を1,851千㎥/年と見込み、中

間年の令和11年度を1,830千㎥/年（約１％減）、最終年の令和16年度を1,664千㎥/年

（約10％減）と予測します。

本市の使用料収入は、令和６年度の使用料単価で推移する場合（今後も使用料改定が

なく推移した場合）、人口減少に伴う有収水量の減少により、今後、10年間で約37,000

千円減少すると予測します。

短期的には、有収水量と使用料収入ともに、成沢工業団地の開業により減少が抑制さ

れる見通しです。

【有収水量の見通し】

【使用料収入の見通し】
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３ 施設利用率の見通し

本市の処理施設の現有処理能力は、公共下水道事業（湯沢浄化センター）が2,409千

㎥/年、特定環境保全公共下水道事業（稲川浄化センター、院内浄化センター、皆瀬浄

化センター、小安浄化センター）が832千㎥/年、農業集落排水事業（深堀浄化センター、

山田東部浄化センター、松岡浄化センター、新城浄化センター）が531千㎥/年、特定地

域生活排水処理事業（市町村設置型合併処理浄化槽）が688千㎥/年となっています。

４つの下水道事業の最大処理水量の合計4,460千㎥/年に対して、本市の令和７年度の

処理水量を2,041千㎥/年と見込んでおり、施設利用率は「約45％」と予測します。

また、中間年の令和11年度の処理水量を2,029千㎥/年と見込んでおり、施設利用率は

「約45％」と横ばいで推移しますが、最終年の令和16年度を1,845千㎥/年と見込んでお

り、施設利用率は「約41％」まで減少すると予測します。

【処理水量の見通し】
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４ 施設の老朽化

（１）処理施設の健全度状況と見通し

｢健全度１｣と｢健全度２｣は、｢改築更新｣が必要な状態を示しています。

｢健全度３｣と｢健全度４｣は、｢適正な維持管理を継続しながら供用｣することが可能

な状態を示しています。

令和５年度における土木・建築施設の健全度３と健全度４の割合は「96％」と高い

状況であるのに対して、機械・電気設備の割合は「61％」と低い状況です。

このまま施設の改築更新を行わない場合は、最終年の令和17年度の土木・建築施設

の健全度３と健全度４の割合は「65％」、機械・電気設備の健全度３と健全度４の割

合は「18％」まで低下すると予測します。

【処理施設の健全度の状況（全体）】

健全度の現状［令和５年度］      健全度の見通し（令和17年度）

（土木・建築施設）

（機械・電気設備）

健全度４ 経過年数が標準耐用年数以下

健全度３ 経過年数が標準耐用年数超過で目標耐用年数以下

健全度２ 経過年数が目標耐用年数超過で超過年数が5年以下

健全度１ 経過年数が目標耐用年数超過で超過年数が5年より大きい
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（２）管路施設の健全度状況と見通し

｢緊急度Ⅰ｣は｢速やかに措置が必要｣、｢緊急度Ⅱ｣は｢簡易な対応により必要な措置

を５年未満まで延長できる｣、｢緊急度Ⅲ｣は｢簡易な対応により必要な措置を５年以上

に延長できる｣状態を示しています。

令和５年度における｢緊急度Ⅰ及び緊急度Ⅱ｣の管路の総延長に対する割合は「14％」

ですが、このまま管路の更新を行わない場合は、令和17年度では「21％」、令和26年

度では「27％」まで増加すると予測します。

【管路施設の健全度の見通し】

５ 組織の見通し

将来を見据えた下水道事業を効率的かつ効果的に運営していくため、業務量に応じた

適切な人員配置だけではなく、業務内容によっては、更なる民間事業者への委託を検討

するなど、業務の効率性を追求して下水道事業の運営体制をより強固にしていきます。

また、専門的な知識や技術を有する職員の確保と研修による技術継承に努めることに

より、今後の改築更新事業の増大や災害時を想定した組織体制の強化を実現します。

劣化なし 異常が生じていない状態

緊急度Ⅲ 簡易な対応により必要な措置を5年以上に延長できる状態

緊急度Ⅱ 簡易な対応により必要な措置を5年未満まで延長できる状態

緊急度Ⅰ 速やかに措置が必要な状態

緊急度の高まり
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第４章 経営の基本方針

１ 経営の基本方針

本市の下水道事業は、ヒト（技術職員の減少）、モノ（老朽化施設の顕在化と改築更

新需要の増加）、カネ（人口減少に伴う使用料収入の減少）など、非常に厳しい事業環

境にあります。

また、本市の下水道事業は、令和２年度から上水道部門と下水道部門を組織統合し、

上下水道課として事業経営の効率化を進めていますが、国土交通省の上下水道行政の一

元化により、今後、ますます水道事業と下水道事業の運営を切り離して考えることがで

きない状況になることが予想されます。

将来的に水道事業と下水道事業を一体の「水事業」として事業運営をしていくことも

考慮しながら、持続可能な下水道事業を目指し、｢未来へつなぐ湯沢のきれいな水環境｣

を基本理念とし、本市が目指すべき下水道事業の将来像を実現するため、｢快適｣、｢安

全｣、｢持続｣からなる３つの基本方針を示します。

【基本理念と基本方針】
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本市が目指すべき下水道事業の将来像を実現するための｢施策目標｢と｢実現方策｣は、

以下のとおりとします。

【施策体系図】

【基本方針】

「快適」なくらしを支える下水道

【施策目標Ⅳ】脱炭素・循環型社会への貢献
⑴ 下水資源の有効利用（ＧＸ推進）

【将来像】快適で良好な水環境を提供します。

【施策目標Ⅰ】水環境の保全
⑴ 適正な放流水質の維持

⑵ 事業計画の見直しと未普及対策

【施策目標Ⅱ】下水道施設の機能維持
⑴ 計画的な維持管理と点検、効率的な修繕の実施

【施策目標Ⅲ】下水道事業の理解促進
⑴ 効果的な広報活動と市民サービスの向上

【基本方針】

「安全」なくらしを守る下水道

【将来像】下水道機能を維持し、自然災害から

市民生活の安全を守ります。

【施策目標Ⅰ】下水道施設の強靭化
⑴ 老朽化施設の改築更新

⑵ 下水道施設の地震対策

⑶ 下水道施設の浸水対策

【施策目標Ⅱ】危機管理体制の強化
⑴ 雨水排除対策

⑵ 防災・減災の推進

【基本方針】

将来にわたり「持続」する下水道

【将来像】経営基盤を強化し、下水道サービスの

提供を持続します。

【施策目標Ⅲ】経営基盤の強化
⑴ 経営健全化に向けた財源確保

⑵ アセットマネジメントの実践

【施策目標Ⅰ】下水道事業の整備手法の最適化
⑴ 将来予測を踏まえた整備手法の最適化

【施策目標Ⅱ】下水道業務の効率化
⑴ 官民連携の拡充

⑵ 広域化・共同化の推進

⑶ 下水道情報の電子化（ＤＸ推進）

【
基
本
理
念
】
「
未
来
へ
つ
な
ぐ
湯
沢
の
き
れ
い
な
水
環
境
」
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２ 経営の目標設定

本市の下水道事業の現状分析等の結果を踏まえて、経営戦略における目標設定を

次のとおり設定します。

（１）経費回収率の向上

使用料改定により本市の下水道事業を継続していくために必要な下水道使用料収入

の維持を検討するとともに、アセットマネジメントの実践により投資額の削減、平準

化、包括的民間委託等を活用した費用の削減等の取り組みを推進することにより、経

費回収率の向上を目指します。

なお、目標値の経費回収率は、４事業の合算値です。

【業績指標：経費回収率】

区 分 年 度 経費回収率の目標値

現状値 令和５年度 63.4％

中間年度目標値 令和 12 年度 64％以上

最終年度目標値 令和 16 年度 65％以上

（２）水洗化率の維持・向上

人口減少に伴い有収水量の減少が予想されますが、全国平均や類似団体平均と比較

して水洗化率が低い水準であることから、経営基盤強化の一環として、引き続き水洗

化普及促進の取り組みを推進することにより水洗化率の維持・向上を目指します。

また、水洗化率の維持・向上を推進することにより、本市の下水道事業を持続させ

るために必要な下水道使用料収入の維持・増加につなげます。

【業績指標：水洗化率】

区 分 年 度 水洗化率の目標値

現状値 令和５年度 74.8％

中間年度目標値 令和 12 年度 74.8％以上

最終年度目標値 令和 16 年度 74.8％以上
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（３）施設利用率の維持・向上

人口減少に伴う処理水量の減少により施設利用率は低下傾向となりますが、水洗

化普及促進により施設利用率の維持・向上を目指します。

さらに将来処理水量の減少を見据えた処理施設のあり方（再構築やダウンサイジン

グの実施時期など）について検討し、施設利用率の維持・向上を目指します。

【業績指標：施設利用率】

区 分 年 度 施設利用率の目標値

現状値 令和５年度 47.7％

中間年度目標値 令和 12 年度 47.7％以上

最終年度目標値 令和 16 年度 47.7％以上
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３ 実現方策

（１）基本方針「快適」なくらしを支える下水道

【実現方策のポイント】

・処理施設や浄化槽を適切に運転管理し、水質基準に適合した放流水質を維持する

ことにより、水環境の保全に努めます。

・人口減少を考慮した市民ニーズや社会情勢の変化を把握し、地域の実情に応じて

事業計画の見直しを行い、未普及地域を解消します。

・計画的な点検調査とその点検結果に基づく効率的かつ合理的な修繕を実施するこ

とにより、下水道機能の維持とライフサイクルコストの低減を図ります。

・下水道事業の理解促進に向けた効果的な広報活動を実施し、人口減少社会にあっ

ても下水道加入者を増やすことで、水洗化率と使用料収入の向上を図ります。

・グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）を推進し、下水汚泥の肥料化などに

取り組むことにより、脱炭素・循環型社会に貢献します。

（１）適正な放流水質の維持

公共下水道の放流水の水質は、下水道法により技術上の基準が定められています。

しかし、処理施設や浄化槽に不具合が生じると、家庭のトイレや台所などで発生し

た汚水をきれいな水に処理することができなくなり、公衆衛生が保たれた良好な生活

環境と河川などの公共用水域の水質に悪影響を与えます。

処理施設や浄化槽を適切に運転管理し、水質基準に適合した放流水質を維持するこ

とにより、水環境の保全に努めます。

また、放流水の水質基準を確認するため、定期的に放流水の水質を検査します。

【施策目標Ⅰ】水環境の保全

将来像

「快適」 快適で良好な水環境を提供します。
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（２）事業計画の見直しと未普及対策

下水道が整備されていない地域では、家庭のトイレや台所などで発生した汚水がき

れいな水に処理されずに河川などに放流されるため、公共用水域の水質に悪影響を与

える懸念が高まります。

本市の下水道事業の目的である｢都市の健全な発達と公衆衛生の向上｣と｢公共用水

域の水質保全｣を達成するため、人口減少を考慮した市民ニーズや社会情勢の変化を

把握し、地域の実情に応じて事業計画の見直しを行い、未普及地域を解消します。

（１）計画的な維持管理と点検、効率的な修繕の実施

下水道管の老朽化に起因する道路陥没や流下阻害、処理施設と機械・電気設備の老

朽化に起因する処理機能の喪失による放流水質の水質異常が生じないように、｢スト

ックマネジメント基本計画｣に基づく計画的な点検調査とその結果に基づく効率的か

つ合理的な修繕を実施することにより、下水道機能の維持とライフサイクルコストの

低減を図ります。

日常的・計画的な維持管理と点検で発見した管路施設の異常については、下水道管

として正常に機能するように修繕や管路閉塞を解消するための清掃などで対応します。

（１）効果的な広報活動と市民サービスの向上

本市では、市民に下水道の役割や水環境の保全における下水道事業の重要性を理解

してもらうため、｢下水道なんでも相談会｣、｢出前講座｣、｢施設見学会｣を開催してい

ます。

しかし、下水道事業は、快適で安全な市民生活を支える社会基盤事業であるにもか

かわらず、ほとんどが地下に埋設された管路施設であり、市民が直接的に見る機会が

少ないため、市民の理解が進まない状況にあります。

今後、老朽化施設を改築更新するにあたっては、膨大な事業費と長い時間が必要と

なるため、お客様である市民の理解と協力は不可欠です。

【施策目標Ⅱ】下水道施設の機能維持

【施策目標Ⅲ】下水道事業の理解促進
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下水道事業の理解促進に向けた効果的な広報活動を実施し、人口減少社会にあって

も下水道加入者を増やすことで、｢水洗化率と使用料収入の向上｣を図ります。

また、広報活動の実施を通じて、お客様目線から市民ニーズや社会情勢の変化を把

握し、市民サービスの向上につなげます。

（１）下水資源の有効利用（ＧＸ推進）

汚水処理で発生する下水汚泥は、一般的に産業廃棄物として有価処分されており、

焼却などの処分過程で多くの温室効果ガスが排出されます。

一方、下水汚泥は、３大肥料成分（窒素、リン、カリ）のうち、窒素とリンを多く

含んでおり、下水汚泥の処分方法を従来の焼却などからコンポスト化に変更すること

により、肥料としての有効利用と温室効果ガスの削減に期待できます。

本市の下水道事業では、令和７年度から秋田県の主導で実施する｢秋田県県南地区

広域汚泥資源化事業（下水汚泥のコンポスト化事業）｣に参画し、下水資源の有効利

用と温室効果ガスの削減に取り組むことにより、脱炭素・循環型社会に貢献します。

【施策目標Ⅳ】脱炭素・循環型社会への貢献
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（２）基本方針「安全」なくらしを守る下水道

【実現方策のポイント】

・老朽化施設の改築更新にあたっては、ストックマネジメント基本計画に基づき、

身の丈に合った再構築のシナリオを検討します。

・防災・減災対策を踏まえた改築更新により下水道施設の強靭化を推進します。

・上下水道管路の一体的な耐震化を計画的かつ集中的に推進します。

・将来の気候変動による降雨量の増加を考慮した雨水排除対策を、官民連携・分野

横断で検討します。

・ハード対策の防災とソフト対策の減災を組み合わせた総合的な防災・減災対策を

推進します。

・下水道事業業務継続計画（ＢＣＰ）の実践などにより、災害などの緊急事態の発

生時にも汚水処理機能を維持し、被災からの早期の復旧を目指します。

（１）老朽化施設の改築更新

下水道施設の標準耐用年数は、土木・建築施設で「50年」、機械・電気設備で「15

年から20年」となっており、本市の下水道事業は供用開始から「30年」を経過します。

小規模修繕や日常点検を通じて下水道施設の延命化を図っていますが、今後、標準

耐用年数を超える老朽化施設が本格的に顕在化します。

下水道施設の老朽化に起因した流下機能や汚水処理機能の喪失に至らないように、

｢ストックマネジメント基本計画｣に基づき、長期的な視点で下水道施設の老朽化の進

展状況を考慮した優先順位付けをし、老朽化施設の点検・調査と計画的な改築更新を

実施します。

老朽化施設の改築更新にあたっては、今後の人口減少を考慮した｢ダウンサイジン

グ｣や｢汚水処理人口に応じた整備方法｣、｢施設規模の最適化｣、｢新技術の導入｣など、

【施策目標Ⅰ】下水道施設の強靭化

将来像

「安全」
下水道機能を維持し、自然災害から市民生活の

安全を守ります。
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身の丈に合った再構築のシナリオを検討します。

また、気象変動に伴い頻発化、激甚化する大雨や大規模地震の発生などの自然災害

への防災・減災対策を踏まえた老朽化施設の改築更新を実施することにより、下水道

施設の強靭化を推進します。

（２）下水道施設の地震対策

耐震対策については、平成９年度以前に建設された未耐震の下水道施設の耐震診断

を実施し、診断結果に基づき必要な耐震対策を実施します。

大規模地震の発生時は、下水道施設の電源喪失の危険が飛躍的に高まります。

膨大な電気を使用して稼働している浄化センターの電源喪失は、家庭のトイレや台

所などで発生した汚水の処理ができなくなり、未処理汚水が公共用水域に流出するこ

とになるため、電源喪失から復旧までの間、汚水処理を継続させるための停電対策と

して、処理区ごとに必要な非常用発電機を備蓄します。

令和６年能登半島地震においては、下水道施設の耐震化の未実施により、浄水場や

浄化センターなどの基幹施設やこれらに直結する管路施設が被災し、上下水道で復旧

が長期化しました。

災害時においても上下水道システムの機能を維持するため、国の要請に応じて策定

した｢上下水道耐震化計画｣に基づき、上下水道システムの｢急所となる基幹施設｣や

｢避難所などの重要施設｣に接続する上下水道管路の一体的な耐震化を計画的かつ集中

的に推進します。

（３）下水道施設の浸水対策

激しい降雨により発生する内水氾濫や外水氾濫により、浄化センター内に浸水した

場合は、汚水処理機能を制御している電気設備に重大な被害が発生します。

電気設備が被災した場合は、汚水処理機能を喪失するだけではなく、復旧までに膨

大な費用と長い時間を要するため、公衆衛生が保たれた良好な市民生活の維持に大き

な影響を与えます。

浸水対策については、令和３年度に策定した湯沢浄化センター耐水化計画に基づき、

主要な電気設備を配置している箇所を中心に、水防板の設置などの対策を実施します。
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（１）雨水排除対策

近年、雨の降り方が｢局地化｣、｢集中化｣、｢激甚化｣する傾向にあり、全国で市民生

活や社会経済活動に大きな影響を及ぼす浸水被害が多発しています。

本市においても、令和６年７月に発生した大雨では、市街地の幹線水路で溢水が危

惧される水位の上昇があったことから、従来の想定を超える浸水被害が発生するリス

クが高まっていると想定されます。

現在、本市の下水道事業には雨水排除計画がないため、将来の気候変動による降雨

量の増加を考慮した基礎調査と浸水要因を分析し、厳しい経営環境のなかで「選択と

集中」の観点から、雨水排除対策を実施すべきエリアと対策の方針を検討します。

本市の市街地は、農用地を宅地化して発達してきた経緯があり、土地改良区が有す

る農業水利施設も雨水の受け皿として機能しているため、雨水排除対策については、

防災・道路・河川などの行政機関だけではなく、土地改良区などの関係機関との連携

を強化するなど、官民連携・分野横断で検討します。

（２）防災・減災の推進

災害対策については、重要な下水道施設の耐震化や耐水化を図るハード対策の｢防

災｣と被災を想定して被害の最小化を図るソフト対策の｢減災｣を組み合わせた総合的

な対策が必要です。

市の防災分野の最上位計画である｢地域防災計画｣との整合を図りつつ、国の防災対

策支援制度の活用や防災部局との連携を通じて、防災・減災対策を推進します。

本市の下水道事業は、災害などの緊急事態の発生時にも汚水処理機能を維持し、被

災からの早期の復旧を目指すために｢下水道事業業務継続計画（ＢＣＰ）｣を策定し、

毎年、災害対応訓練を実施します。

下水道事業業務継続計画（ＢＣＰ）については、随時、想定外の災害や現状に即し

た実効性を担保するための見直しを行います。

災害が発生したことにより、電気や水道が止まった場合は、家庭や避難所で水洗ト

イレが使用できなくなる可能性があります。

水洗トイレを使用できないことにより、避難所の衛生環境の悪化が懸念されるため、

防災拠点のひとつである湯沢市皆瀬庁舎では、庁舎の建て替えにあたり、簡易洋式の

マンホールトイレ４基を設置し、防災機能の向上を図っています。

【施策目標Ⅱ】危機管理体制の強化
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（３）基本方針 将来にわたり「持続」する下水道

【実現方策のポイント】

・今後、人口減少と高齢化の進展が予測されるため、将来予測を踏まえた最適な整

備手法を選択し、下水道事業の最適化を推進します。

・人的資源（ヒト）の不足による脆弱な執行体制を補完し、将来にわたり下水道サ

ービスを安定的に供給するため、官民連携の拡充に取り組みます。

・スケールメリットを生かした効率的な管理を可能とする広域化・共同化を推進し

ます。

・人的資源（ヒト）の不足に対応し、膨大な資産の維持管理の合理化と省力化を図

るため、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進します。

・アセットマネジメントの考え方を取り入れて、｢ヒト｣、｢モノ｣、｢カネ｣の３つの

経営資源を総合的にマネジメントします。

・｢限られた財源と人的資源｣を効果的に活用するため、施策の優先順位を定める

｢選択と集中｣により経営基盤の強化を図ります。

（１）将来予測を踏まえた整備手法の最適化

下水道は、家庭のトイレや台所などで発生した汚水を地下に埋設された下水道管で

収集し、浄化センターに集約して処理する｢集合処理｣を採用しています。

集合処理は、市街地などの人口密度が高い地域ほど経済的メリットが大きくなりま

すが、人口密度が低い地域や下水道の接続が期待できない地域では経済的に不利とな

るため、合併処理浄化槽などの｢個別処理｣を採用しています。

今後の人口減少と高齢化の進展などを予測し、将来予測を踏まえた最適な整備手法

を選択し、下水道事業の最適化を推進します。

農業集落排水事業については、人口減少と高齢化の進展により水洗化人口の減少が

見込まれる処理区の統廃合を検討するなど、集合処理のメリットが生かせるように、

【施策目標Ⅰ】下水道事業の整備手法の最適化

将来像

「持続」
経営基盤を強化し、下水道サービスの提供を

持続します。
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下水道事業の最適化に向けた見直しを行います。

本市では、これまでに｢公共下水道事業処理区（集合処理）｣から｢合併処理浄化槽

処理区（個別処理）｣に整備手法を変更した事例や｢山田中央浄化センター｣を廃止し、

｢山田東部浄化センター｣に統廃合した事例などがあります。

なお、下水道事業の計画地域になっておらず、｢個別処理｣を採用している地域につ

いては、国や県の補助制度を活用して合併処理浄化槽の設置を推進します。

（１）官民連携の拡充

本市の下水道事業では、経営の効率化と合理化を図るため、浄化センターの運転管

理業務などで複数年契約の包括的民間委託を導入していますが、国では、包括的民間

委託よりも高度で新しい官民連携の手法として｢ウォーターＰＰＰ｣の導入を推進して

います。

本市の下水道事業は、技術職員の減少と高齢化により技術力や知識・ノウハウの継

承が困難になるなど、人的資源（ヒト）の不足による執行体制の脆弱化が大きな課題

となっています。

こうした脆弱な執行体制を補完し、将来にわたり下水道サービスを安定的に供給す

るためには、民間事業者の活力と創意工夫を活用した官民連携の導入の検討は不可避

な状況となっており、｢ウォーターＰＰＰ｣は有効な選択肢のひとつです。

現行の包括的民間委託が終了する令和11年度までに、本市の下水道事業の課題解決

に適した｢ウォーターＰＰＰ｣の方式と導入の可能性を調査します。

また、｢ウォーターＰＰＰ｣の導入は、国の社会資本整備総合交付金などの交付要件

となっており、増大する老朽化管路施設の更新需要に対応する財源を確保するために

重要な検討課題となります。

（２）広域化・共同化の推進

将来にわたり下水道サービスを安定的に供給するためには、スケールメリットを生

かした効率的な管理を可能とする広域化・共同化は有効な手法のひとつです。

下水道事業を実施するそれぞれの市町村が、個別に汚泥処理するよりも、広域的・

共同的に汚泥処理したほうが、経済性や人的資源（ヒト）でスケールメリットを生か

すことができます。

本市の下水道事業では、広域化・共同化の取り組みが難しい地理的条件にあります

【施策目標Ⅱ】下水道業務の効率化
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が、令和７年度から秋田県の主導により県南地区４市２町で実施する｢秋田県県南地

区広域汚泥資源化事業｣に参画し、スケールメリットを生かした効率的な事業運営に

取り組みます。

秋田県県南地区広域汚泥資源化事業は、秋田県の流域下水道処理場内に汚泥資源化

施設を新設し、県南地区の流域下水道や公共下水道終末処理場から発生する汚泥を集

約処理し、長期的かつ安定的に下水汚泥の資源化（コンポスト化）を行うもので、下

水資源の有効利用と温室効果ガスの削減にも貢献します。

（３）下水道情報の電子化（ＤＸ推進）

本市の下水道事業は、膨大な資産を保有・管理しています。

今後、老朽化施設の改築更新をするにあたり、人口減少を考慮した｢ダウンサイジ

ング｣や｢施設規模の最適化｣の検討、｢改築更新施設の優先度｣の決定などを適正かつ

合理的に行うためには、膨大な資産情報や維持管理の履歴情報などを電子化して一元

管理し、蓄積したデータを分析して判断する必要があります。

また、下水道情報の電子化により、下水道施設の異常や災害発生時には、不具合の

発生個所を見える化し、迅速な初動対応が可能となります。

人的資源（ヒト）の不足に対応し、膨大な資産の維持管理の合理化と省力化を図る

ため、下水道台帳システムの構築や遠方監視システムの導入などにより、下水道事業

のＤＸを推進します。

（１）経営健全化に向けた財源確保

本市の下水道事業は、経営マネジメントの３つの経営資源である｢ヒト・モノ・カ

ネ｣において、今後、ますます厳しい経営環境を迎えます。

技術職員の減少と高齢化により技術力や知識・ノウハウの継承が困難になるなど、

増大する老朽化施設の改築更新需要に対応できる人的資源（ヒト）が不足し、執行体

制が脆弱化します。

標準耐用年数を経過した老朽化施設（モノ）が本格的に顕在化し、改築更新需要が

増大します。

人口減少による下水道サービス需要と使用料収入（カネ）が減少し、増大する維持

管理費や改築更新需要に対応する財源確保が非常に困難になります。

こうした厳しい経営環境に対応し、将来にわたり下水道サービスを安定的に供給す

【施策目標Ⅲ】経営基盤の強化
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るため、｢アセットマネジメント｣の考え方を取り入れて、｢ヒト｣、｢モノ｣、｢カネ｣の

３つの経営資源を総合的にマネジメントします。

老朽化施設の改築更新にあたっては、単純更新するのではなく、ストックマネジメ

ント基本計画のほか、人口減少を考慮した｢ダウンサイジング｣や｢施設規模の最適化｣

を十分に検討し、改築更新費用の圧縮を図るとともに、国の交付金や補助制度を効果

的に活用するなど、経営健全化に向けた財源確保に取り組みます。

また、｢限られた財源と人的資源｣を効果的に活用するため、施策の優先順位を定め

る｢選択と集中｣により経営基盤の強化を図ります。

（２）アセットマネジメントの実践

膨大な費用を必要とする老朽化施設の改築更新は、将来にわたり下水道サービスを

安定的に供給するため、避けて通ることができない大きな課題です。

老朽化施設の改築更新にあたっては、｢ストックマネジメント基本計画｣や施策の優

先度を定める｢選択と集中｣により、効率的かつ合理的に実施します。

また、将来予測を踏まえた整備手法の転換などによる費用の圧縮を図るほか、費用

の変動による経費負担の急増を緩和するため、費用の平準化を図ります。
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４ 経営の基本方針のロードマップ

本経営戦略における投資スケジュールは、次のとおりです。

R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

⑴ 適正な放流水質の維持

⑵ 事業計画の見直し
　　　　　と未普及対策

Ⅱ　下水道施設の機能維持
⑴ 計画的な維持管理と点検、
　　　　　効率的な修繕の実施

Ⅲ　下水道事業の理解促進
⑴ 効果的な広報活動と
　　　　　市民サービスの向上

Ⅳ　脱炭素・循環型社会
　　　　　　　　　への貢献

⑴ 下水資源の有効利用
　（ＧＸ推進）

⑴ 老朽化施設の改築更新

Ⅰ　下水道施設の強靭化 ⑵ 下水道施設の地震対策

⑶ 下水道施設の浸水対策

⑴ 雨水排除対策

⑵ 防災・減災の推進

Ⅰ　下水道事業の整備手法
　　　　　　　　　　の最適化

⑴ 将来予測を踏まえた整備手法
　の最適化

⑴ 官民連携の拡充

Ⅱ　下水道業務の効率化 ⑵ 広域化・共同化の推進

⑶ 下水道情報の電子化
　（ＤＸ推進）

⑴ 経営健全化に向けた財源確保

⑵ アセットマネジメントの実践

「

快
適
」
な
く
ら
し
を
支
え
る
下
水
道

Ⅰ　水環境の保全

「

安
全
」
な
く
ら
し
を
守
る
下
水
道

Ⅱ　危機管理体制の強化

将
来
に
わ
た
り

「

持
続
」
す
る
下
水
道 Ⅲ　経営基盤の強化

施策目標 実現方策

経営戦略における投資スケジュール

（令和７年度から令和16年度）

前期 後期
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第５章 投資・財政計画（収支計画）

１ 収支計画のうち投資についての説明

下水道事業を取り巻く経営環境は、今後ますます厳しさを増すことが予想されます。

これからの下水道事業の主要事業となる｢老朽化施設の改築更新｣は、健全な財政収支

の見通しのもと、施策の優先度を定めて｢選択と集中｣により、計画的かつ効率的に経営

を行います。

２ 収支計画のうち財源についての説明

今後も投資を計画的に実施するため、有利な補助金や企業債などを活用し財源確保に

努め、持続可能で安定した経営を目指します。

【地方公営企業会計の仕組み】

地方公営企業会計の収支は、下水道使用料などをもとに下水道施設の維持管理をする

費用などが計上され、営業活動に伴い発生する｢収益的収支｣と下水道施設の建設・改築

などに使用する建築改良費などが計上され、将来の経営活動に備える｢資本的収支｣の２

本立てになります。

収益的収支により、毎年度の経営成績が｢黒字｣または｢赤字｣として示されます。

下水道事業の経営の仕組みは、｢収益的収支で得た資金｣を利用して、下水道施設の建

設または改築更新などを行い、その下水道施設を利用して使用料収入を得るというサイ

クルで経営を維持しています。

収入 支出 収入 支出

純利益

企業債

企業債利子

※1 現金の支出を伴わない経費　　※2 人件費、施設管理費など　　※3 下水道施設整備費など

収益的収支 資本的収支

減価償却費
※1

下水道

使用料

一般会計繰入金

など

維持管理費
※2

収支不足

一般会計繰入金

など

建設改良費
※3

企業債償還金

収益的収支で

得た資金

整備した施設を利用して事業運営
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３ 投資・財政計画

【説明Ⅰ】 投資・財政計画の見通しの基本条件

投資・財政計画では、令和７年度から令和56年度までの50年間の長期的な財政収支の

見通しを予測し、次の基本条件により今後10年間の収益的収支及び資本的収支の見通し

について、シミュレーションを行いました。

本市の下水道使用料単価は、秋田県内でも高額な水準となっていますが、中長期的な

財政収支の見通しのもと、一般会計への負担の程度を考慮しながら、３年から５年を目

途に、適正な水準の下水道使用料と使用料改定の必要性を検討します。

使用料改定の時期については、毎年度の決算状況をモニタリングしつつ、本市の下水

道事業を継続していくために必要かつ市民の理解が得られる適切な時期に実施します。

今後は、毎年度の下水道事業の決算状況や市の財政状況を踏まえ、事業の持続が可能

となる下水道使用料収入を目指して事業マネジメントをしていきます。

【シミュレーションの条件】

基本条件 ケースＡ ケースＢ ケースＣ

収
益
的
収
支

下水道使用料 使用料改定なし
４年ごとに８％ずつ改定

（年あたり２％）

４年ごとに16％ずつ改定

（年あたり４％）

一般会計繰入金 損益不足分を基準外繰入金で補填

職員数 現状維持

資
本
的
収
支

純利益 50,000千円以上を維持

企業債借入 起債対象事業費の90％相当額

企業債残高 令和５年度末の残高（8,193,670千円）以下

国庫補助金 活用
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【説明Ⅱ】 収益的収支の見通し

人口減少等に伴う使用料収入の減少、物価上昇などの社会経済情勢の動向、施設の

老朽化による維持管理費の増加などにより不足がある場合は、一般会計繰入金で補填す

る計画としています。

本市の下水道事業は、収支不足額の多くを一般会計からの基準外繰入金で補填してお

り、国は、経営基盤の脆弱な下水道事業に対して、全国的に経費回収率の向上に向けた

取り組みを求めています。

今後は、このような｢収支ギャップ｣を解消するため、本経営戦略に示す施策を実施す

ることにより、経営基盤の強化と支出額の合理化を図るとともに、物価上昇などの社会

情勢の変化にも対応した｢市民の理解を得られる適正な使用料水準による適切な時期の

使用料改定｣を検討し、経費回収率の向上に取り組みます。

【ケースＡ】

使用料収入が減少するため、一般会計繰入金への依存度が年々高くなり、令和16年度

の収益的収入のうち一般会計繰入金が占める割合は「52％程度」になることが見込まれ

ます。
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【ケースＢ】

使用料収入は横ばいで推移し、令和16年度の収益的収入のうち一般会計繰入金が占め

る割合は「48％程度」になることが見込まれます。

【ケースＣ】

使用料収入は増加傾向を示し、令和16年度の収益的収入のうち一般会計繰入金が占め

る割合は「45％程度」になることが見込まれます。
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【説明Ⅲ】 資本的収支の見通し

資本的収支の見通しは、すべてのケースで同じ結果となります。

令和16年度には、資本的収入5.3億円、資本的支出9.2億円を見込んでいます。

国庫補助金、企業債（借入金）等を財源とし、不足する額は収益的収支で得た資金で

補填する計画としています。

企業債残高は、経営戦略期間中に減少し、令和16年度で33.6億円となり、令和４年度

と比較して「38％程度」まで減少します。
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投資・財政計画（収支計画）

ケースＡ

（使用料改定なし）
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投資・財政計画（収支計画）

ケースＢ

４年ごとに８％ずつ改定

（年あたり２％）
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投資・財政計画（収支計画）

ケースＣ

４年ごとに16％ずつ改定

（年あたり４％）
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第６章 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討

予定の取組の概要

投資・財政計画（収支計画）に未反映の取り組みや今後、検討予定の取組の概要につ

いては、次のことを検討していきます。

１ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）は、｢デジタル｣と｢変革｣を意味するトラ

ンスフォーメーションの造語です。

デジタル化は業務の効率化が目的ですが、ＤＸはデジタルを手段として、デジタル時

代に合うように既存の組織や事業・サービスを変革することが目的です。

当面は、｢下水道台帳システムの構築｣や｢下水道施設の遠方監視システムの導入｣など

ハード整備を推進し、維持管理の合理化と省力化を目指します。

アセットマネジメントの実践では、蓄積したデータの活用方法の構築など、ソフト的

な仕組みが必要になるため、施設の維持管理や老朽化対策に合わせて検討します。

老朽化対策においては、湯沢市下水道ビジョンで実施した投資可能額のシミュレーシ

ョンに基づき、蓄積したデータを活用してストックマネジメント計画や下水道施設の再

構築計画を精査し、改築更新費用を圧縮する方策を検討します。

２ ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進

ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）は、｢グリーン｣と｢変革｣を意味するトラ

ンスフォーメーションの造語です。

化石エネルギー中心の産業・社会構造を、グリーン（自然に配慮したもの）なエネル

ギー中心の構造に転換していき、脱炭素社会を目指す取り組みを通じて経済社会システ

ム全体の改革に取り組むことです。

老朽化対策による改築更新に合わせて、新技術、省エネ機器などを採用し、極力、温

室効果ガス排出の抑制に努めていきます。

３ 官民連携の拡充（ウォーターＰＰＰ）

ＰＰＰとは、官と民が連携して公共サービスの提供を行う事業の枠組みのことです。

本市の下水道事業では、浄化センターの運転管理業務や上下水道事業窓口業務などに

包括的民間委託を導入し、官民が連携して公共サービスの提供を行うことで、人口減少

により脆弱化した執行体制を補完し、業務の効率化に努めてきました。

しかし、老朽化施設の改築更新需要の増大に対応できる技術職員の減少が続いており、

脆弱化した執行体制を補完し、持続可能な執行体制を構築する新たな手法が必要です。

国では、令和５年度に持続可能な上下水道事業の新たな官民連携の手法として｢ウォ



80

ーターＰＰＰ｣を新設し、その導入を推進しているところであり、本市の下水道事業に

おいても有効な選択肢のひとつとして検討します。

｢ウォーターＰＰＰ｣は、２つの方式と要件があるため、｢上下水道一体｣でメリットと

デメリットを検討し、本市の課題解決に最適の方式と導入の可能性を調査します。

【ウォーターＰＰＰの２つの方式と要件】

［コンセッション方式の要件（レベル4.0）］

⑴ 長期契約（10～20年）

⑵ 性能発注

⑶ 維持管理と更新の一体マネジメント

⑷ 運営権設定

⑸ 利用料金直接収受

［管理・更新一体マネジメント方式の要件（レベル3.5）］

⑴ 長期契約（原則10年）

⑵ 性能発注

⑶ 維持管理と更新の一体マネジメント

⑷ プロフィットシェア

４ 雨水対策

現在、本市の下水道事業には雨水排除計画がないため、雨水排除対策については、防

災・道路・河川などの行政機関だけではなく、土地改良区などの関係機関との連携を強

化するなど、官民連携・分野横断で検討します。

また、本市の市街地で発生が懸念される内水・外水氾濫に関連するハザードマップの

作成を検討します。

５ 上下水道一体での地震対策

令和６年能登半島地震においては、耐震化の未実施により、浄水場や浄化センターな

どの基幹施設やこれらに直結する管路施設の被災により、広範囲で断水や下水道の滞水

が発生し、上下水道で復旧が長期化しました。

国土交通省では、今後災害に強く持続可能な上下水道システムの構築を目指し、上下

水道の地震対策を強化・加速化する方針を掲げています。

本市でも、国の支援制度を十分に活用しながら、上下水道システムの｢急所となる基

幹施設｣や｢避難所などの重要施設｣に接続する上下水道管路の一体的な耐震化・強靭化

を推進します。
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第７章 今後のフォローアップ

１ 進捗管理について（ＰＤＣＡサイクル）

本経営戦略の見直しにあたっては、５年ごとに計画に対する進捗状況の確認を行い、

乖離があった場合はその原因を分析するとともに、改善点を反映するなどＰＤＣＡサイ

クルを活用します。

なお、ＰＤＣＡサイクルの実践にあたっては、市民ニーズや社会情勢の変化を的確に

捉え、アセットマネジメントや経営戦略、適正な使用料水準の検討など、多様な観点か

ら評価・検証を行い、本経営戦略の実現につなげます。
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第８章 経営戦略の総括

１ 「未来へつなぐ湯沢のきれいな水環境」を実現するために

下水道は、｢都市の健全な発達と公衆衛生の向上｣に寄与し、｢公共用水域の水質保全｣

に欠かすことのできない社会基盤事業であり、将来にわたり下水道サービスの提供を安

定的に持続することが求められています。

本市の下水道事業は、人口減少に伴う下水道使用料収入の減少や下水道サービスの提

供に必要な下水道施設の老朽化に伴う改築更新費用の増大が見込まれ、経営環境が一段

と厳しさを増していくと予測されます。

しかし、本市の下水道事業の現状は、下水道施設の維持管理費などの事業経費を使用

料収入で賄えておらず、一般会計繰入金などの補助的財源に頼らざるを得ない経営状況

が続いており、業務の効率化と執行体制の強化、事業運営を確実に実施するための経費

削減と財源確保など、｢アセットマネジメント｣の考え方を取り入れて、｢ヒト｣、｢モノ｣、

｢カネ｣の３つの経営資源を総合的にマネジメントし、様々な視点から下水道事業の経営

健全化に向けた取り組みを推進する必要があります。

下水道使用料についても、一般会計への負担の程度を考慮しながら、適正な下水道使

用料の水準と使用料改定の必要性を検討する必要があります。

また、下水道事業を取り巻く社会情勢の変化を的確に把握しながら、必要に応じて計

画の見直しを行うなど、本経営戦略で示した実現方策を着実に実行することで、湯沢市

下水道ビジョンで掲げた｢未来へつなぐ湯沢のきれいな水環境｣を実現します。
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湯沢市下水道事業経営戦略の策定と持続する下水道サービスの実現に向けて

湯沢市公営企業アドバイザー

早稲田大学研究院准教授

早稲田大学水循環システム研究所主任研究員

佐藤 裕弥

このたび『湯沢市下水道事業経営戦略』の改定版が策定されました。この経営戦略は

「湯沢市下水道ビジョン（令和７年３月策定）」の基本理念と方向性を実現化すること

によって将来にわたり下水道サービスの提供を安定的に持続することを目的として、今

後の湯沢市の経営基盤の強化と健全な財政マネジメントのための実行計画を示すもので

す。

湯沢市下水道ビジョンでは、令和17年度までに目指すべき方向性として「未来へつな

ぐ湯沢のきれいな水環境」を基本理念に掲げました。しかしながら、湯沢市下水道事業

は、事業経営に必要となる３つの経営資源の「ヒト」、「モノ」、「カネ」において、

非常に厳しい経営環境に直面しており、一般会計繰入金などの補助的財源に頼らざるを

得ない厳しい経営状況が続いているなどの問題を有しています。

このような厳しい経営環境を克服し、将来にわたり下水道サービスの提供を安定的に

持続することができるように、経営基盤の強化に取り組むこと、特に、経営基盤の強化

については、「費用の低減」に加えて、使用料収入の確保（適正な水準の下水道使用料

と使用料改定の必要性の検討）など、「収入の増加」に取り組むことなどを、この経営

戦略で明確に示しています。

このうち、下水道使用料の改定は市民生活に影響を与えることから、3つのケースを

設定することによって、慎重なシミュレーションが行われています。このような慎重な

検討は、他の地方自治体の経営戦略とは異なる大きな特徴の一つといえます。今後は、

本経営戦略にしたがって、湯沢市上下水道事業懇談会での意見などを踏まえて、定期

的・計画的な下水道使用料改定に取り組むことが重要です。

そのほか本経営戦略が示した実現方策を着実に推進することによって、将来にわたっ

て湯沢市の下水道サービスの提供が安定的に持続し続けられることを期待いたします。

令和７年３月
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［参考資料］

下水道事業経営戦略の策定過程等

資料１ 湯沢市上下水道事業懇談会の開催状況

資料２ 湯沢市上下水道事業懇談会委員名簿

資料３ 湯沢市上下水道事業懇談会要綱

資料１ 湯沢市上下水道事業懇談会の開催状況

開催年月日 内 容

第１回 令和７年１月９日（水） 下水道事業経営戦略（素案）について

資料２ 湯沢市上下水道事業懇談会委員名簿

№ 職 氏 名 区 分

１ 座 長 山脇 幹 要綱第３条(１) 水道及び下水道等の使用者

２ 副座長 古関 雄大 要綱第３条(１) 水道及び下水道等の使用者

３ 委 員 佐藤 美佳子 要綱第３条(１) 水道及び下水道等の使用者

４ 委 員 簗瀬 和子 要綱第３条(１) 水道及び下水道等の使用者

５ 委 員 山下 知之 要綱第３条(２) 学識経験者

６ 委 員 佐藤 敏洋 要綱第３条(２) 学識経験者

７ 委 員 髙嶋 江美子 要綱第３条(３) 地域自治組織等

任 期：令和５年６月29日から令和６年３月31日

任 期：令和６年７月９日から令和７年３月31日
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資料３ 湯沢市上下水道事業懇談会要綱

○湯沢市上下水道事業懇談会要綱

令和４年５月31日

上下水道事業告示第３号

（設置）

第１条 本市が実施する水道事業並びに下水道、農業集落排水及び浄化槽（以下「下水

道等」という。）の各事業について、今後の経営等のあり方、取り組むべき課題及び

その方策について、意見を聴取し、その内容を各事業に反映させるため、湯沢市上下

水道事業懇談会（以下「懇談会」という。）を置く。

（所掌事項）

第２条 懇談会は、水道事業及び下水道等の事業に関し意見を述べ、又は提言を行うも

のとする。

（組織）

第３条 懇談会は、委員７人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(１) 水道及び下水道等の使用者

(２) 学識経験者

(３) 湯沢市まちづくり支援要綱（平成17年湯沢市告示第105号）第２条第１号に規

定する地域自治組織又は市民団体から推薦された者

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者

（任期）

第４条 委員の任期は、委嘱の日から同日の属する年度の末日までとする。ただし、再

任を妨げない。

２ 委員に欠員が生じた場合の後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（座長及び副座長）

第５条 懇談会に座長及び副座長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 座長は、懇談会を代表し、会務を総理する。

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その

職務を代理する。

（会議）

第６条 懇談会の会議（以下「会議」という。）は、座長が招集し、会議の議長となる。
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ただし、初回の会議は市長が招集するものとする。

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

３ 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見又は説

明を求めることができる。

（庶務）

第７条 懇談会の庶務は、建設部上下水道課において処理する。

（委任）

第８条 この告示に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、座長が会議

に諮って定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、令和４年５月31日から施行する。

（湯沢市建設部上下水道課所管公共事業の評価等の実施に関する要綱の廃止）

２ 湯沢市建設部上下水道課所管公共事業の評価等の実施に関する要綱（平成23年湯沢

市水道事業告示第２号）は、廃止する。


